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令和６年３月 29 日 

一般社団法人 日本活断層学会 

 

大規模地震発生直後の航空レーザ測量(LiDAR 計測)の迅速実施に向けた提言 

 

作成の背景 

大規模地震発生直後の情報把握は容易ではなく、原因究明や災害対策に遅れが生じる。平

成 23 年(2011 年)東北地方太平洋沖地震、平成 28 年(2016 年)熊本地震、令和６年（ 2024 年）

能登半島地震などの大地震後に、航空写真や衛星データが撮影され、現地の被害状況把握等

に役立てられつつあるが、空間解像度の制約等から、被害の詳細かつ迅速な把握には至って

いない。 

こうした中で 2000 年代以降に航空レーザ測量 airborne（LiDAR計測（以以 （ LiDAR計測」

という。付図１参照）の技術が長足の進歩を遂げ、様々な災害現場に適用されはじめている。

LiDAR計測とは、上空からレーザを照査することにより地表の測量を行う技術であり、地表

の状態の詳細な立体的把握に適している。 

日本活断層学会は、マグニチュード M）7を超える大地震発生直後には LiDAR計測が実

施され、被災状況を確認するとともに、地震前のデータと比較して地表の状況がどのように

変化したかが迅速に把握できるよう、その実施体制を構築する必要性を提言する。 

 

現状及び問題点 

令和６年（ 2024 年）能登半島地震では、大規模災害時の現象把握の困難さが露呈した。通

信網が破断し、津波や地形変化、家屋倒壊や斜面・地盤崩壊による道路網の寸断は現地調査

を困難にした。その結果、対策本部における情報収集が遅れ、人命救助の有効戦略や、復旧計

画の立案に支障をきたしかねない状況が生まれた。こうした中、国土交通省国土地理院は、

災害直後から航空写真撮影を実施し、迅速に公開することで災害対策の有効性を高めた。ま

た、地震から一ヶ月を経て、新たな予算が確保され、LiDAR計測による地形測量の実施も計

画されている。しかし、地震後に積雪期を迎えたこともあり、その実施までにはさらに数ヶ

月を待たなければならない。 

 LiDAR計測データは、同時に撮影する航空写真と組み合わせた３D画像を作成することで、

地表の立体的な様子を容易に確認することができる。また、地震前のデータと比較すること

で、地震に伴う地表の形状変化を抽出して、それらの位置・範囲・規模を定量的に把握するこ

とができるため、災害対応において極めて有効性が高い。しかし、現状においては地震後の

迅速な計測は限定的であり、比較可能な地震前の計測データがない地域も多いため、地震現

象の解明のみならず、災害対応への活用は十分ではない。 

 

 以上を踏まえ、一般社団法人（日本活断層学会として、以 のとおり提言する。 
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提 言 

 

1. 航空レーザ測量により断層活動に伴う地表変動を迅速に把握可能にする 

能登半島地震や熊本地震のような M7 を超える直 型地震時には、複雑な断層活動により

地震断層等の地変や地盤の隆起沈降が生じて被害が広域化するが、そのような被害把握に必

要な地表変動の迅速な解明は十分ではなく、課題となっている。そのため、地震直後の空中

写真撮影と併せて LiDAR計測を実施することで、地震前後の変化を迅速かつ広域的に把握で

きるようにすべきである（ 事例は付図 2参照）。これは本震後の地震の継続による二次災害の

防止や、復旧・復興計画の立案にも有効である。民間航測会社の自主計測データの事後購入や

LiDAR計測のための予備費確保等の仕組みの導入も検討されたい。 

 

2. 地震に伴う地盤災害を迅速に把握できるようにする 

大地震時には広域的に地すべりや斜面崩壊が多発し、救助・救援活動に支障をきたすため、

居住地への影響、交通網寸断箇所の特定を迅速に行うとともに、後続する 2 次災害を回避す

る必要がある。地震前後の LiDAR計測データから斜面崩壊地点及び隣接する影響範囲等を把

握するとともに、移動土砂量を迅速に算出することにより、復旧・復興計画の立案に有効な

情報を提供することができるようになる 事例は付図 3、4 参照）。このような対策に活かす

ためのデータ提供・共有の仕組みの構築が重要である。 

 

3. 救助・救援を支援するため建物被害を迅速に把握できるようにする 

LiDAR計測による地震前後の高解像度のデジタル表層モデル DSM）(注 1)を比較すること

により、損傷を受けた建築物の分布と損傷程度の概略を迅速に把握することができる 国立

研究開発法人建築研究所、2023（付付図 5）(注 2)。市街地を含め、広範な被害状況を災害対応関

連機関が共有することにより、災害対策の議論を円滑に行えるようにすべきである。 

 

4. 「航空レーザ測量データ重点整備地域」を設定する 

地震前後の比較を可能にするためには、地震前に適切なスペック（ 注 3）で定期的な LiDAR計

測 注 4）を実施しておく必要がある。長大な活断層沿いや大規模な災害発生の可能性が高い地

域を重点整備地域に指定し、計画的なデータ整備を行う必要がある。 

 

5. 迅速な解析を行うための技術的課題の解消を進める 

LiDAR 計測データを用いた詳細な差分解析の成果図を得るのにかかる作業時間は、約 30（

km2あたり 1 日程度であり、既存データの計測諸元の確認、使用許可申請、データ転送など

を含めるとさらに長くなる。事前協議により計測データのオープンデータ化や解析手法の共

有を進め、解析の迅速化を図る必要がある。 

 

6. 有効な実施・連携体制を構築する 

国や地方公共団体等の関係機関による LiDAR計測や差分解析等を円滑に進めるため、必要
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に応じて航測会社、関連学協会、関係団体等との連携を深め、災害時に協働できる体制を構

築すべきである。 

 

注１付建物や樹木の高さを含む地表の高さデータ。 

注２付国立研究開発法人建築研究所(2023)付航空レーザを用いた崩壊建築物の分布把握に資する計測および評価

手法ガイドライン案 

注３付適切なスペックとは、50cmDEMを作成するのに十分な計測密度を有すること。 

注４付定期的計測とは、地震前後の比較が実現できるようにするため、概ね数年に一度程度。 
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付図１  航空レーザ測量（LiDAR 計測） 

 

◆航空機等に搭載したスキャン式レーザ測距装置を使用して、高さを計測する方法 

◆３つの技術から実現 

①レーザスキャナ 

 飛行機から地表への方向と距離を計測 

②GNSS(GPS) 

 飛行機の位置を計測 

③IMU(慣性計測装置) 

  飛行機の傾きを計測 

 

 

 

国土地理院ウェブサイト（ <https://www.gsi.go.jp/kankyochiri/Laser_senmon.html>（ より 
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付図２  地震前後の LiDAR データの差分による地震断層抽出事例 

 2014 年長野県北部の地震(神城断層地震)の事例 

 

Ishimura et al. (2019) Bulletin of the Seismological Society of America, 109 (2): 780–796. 

 

＜2014年長野県北部の地震により長野県北安曇郡白馬村塩島～大出間に生じた地表の変状＞ 

 

 

 a）LiDAR計測データによる地形図 

 b）地表地震断層の分布とLiDAR計測データの差分解析による地表面鉛直変位量の分布 

 地震前のLiDARデータ付2013年長野県計測1mグリッドデータ、地震後のLiDARデータ付

2015年東北大学計測1mグリッドデータ及び2015年国土交通省計測1mグリッドデータ） 
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付図３  LiDAR データを用いた地盤災害状況の把握事例 

2021 年熱海土石流災害における盛土量、土砂移動量の把握 

 

 

日本活断層学会公開オンラインワークショップ 活断層調査における詳細地形データの有効性と

展望」第４回 2024 年 2月 27 日）の静岡県・杉本直也氏の発表資料より 一部改変） 
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付図４ LiDAR データを用いた地震時地盤変状(鉛直・水平変位)の把握事例 

盛土造成地における地盤沈下および側方流動範囲の把握 

 

向山 栄・本田謙一・西村智博 2019）付衛星 SARや航空レーザ計測データを用いた地震時の家

屋・地盤被害の把握技術，地盤工学会誌，67-3 734），pp.24-25，口絵 図-1 図-2 

 

 

 

 

図―1(a)（Sentinel-1（  干渉性の

変化による建物被害推定図 

 

(b)（ALOS-2（  干渉画像によ

る地表面変位の推定図 

Produced（ from（ ESA（
remote（sensing（data. 

Produced（ from（ JAXA（
remote（sensing（data. 

  

地震前：2006年計測 
地震後：2018年 9月 11日計測 

図－2 航空レーザ計測地形データを用いた数値地形画像解析による地盤変位抽出 

写真左：谷埋め部の公園に生じた沈下 写真中：小学校グラウンドに生じた不同沈下 写真右：美しが丘団地建物の抜け上がり 

札幌市清田区付近の地盤変状（変位

ベクトルは 30m間隔で表示） 

地盤の沈降・側方移動および現地調

査で家屋の損傷が見られた場所は衛

星 SAR干渉画像で変状の認められ

た領域（図-1中央部）と一致す

る。 
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付図５ 航空レーザ測量データを使用した地震時崩壊建築物分布の把握手法の事例 

 

航空レーザを用いた崩壊建築物の分布把握に資する計測および評価手法ガイドライン 案） 

国立研究開発法人 建築研究所 令和 5年 2023 年）  図抜粋 

<https://www.kenken.go.jp/japanese/contents/publications/prism/index.html> 

 

 

地盤変動による水平変位を考慮した補正     建物の傾きによる標高差分の抽出 
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